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はじめに

第二次世界大戦で敗戦国となったドイツ連邦共和国（以下，西ドイツ）では，冷戦構造下における

再軍備や防衛政策が大きな議論を巻き起こした。それは，再軍備はドイツ軍国主義復活のきっかけに

なりかねない，あるいは東西ドイツの分断を深める事態となってしまうのではないかという懸念が存

在したためである。

現在から振り返ってみれば確かに，西ドイツ初代首相のコンラート・アデナウアー率いるドイツ・

キリスト教民主同盟（Christlich-Demokratische Union Deutschlands ，以下 CDU）政権下で進められ

た再軍備は西ドイツの主権回復と連動しており，結果として西ドイツの戦後の復興を「成功」させた

ため，今日彼をドイツ復興の立役者として評価する向きも強い。保守派が 1950年代の再軍備をめぐ

る一連の動きに賛同する一方，左派及び極右政治勢力は再軍備に反対の姿勢を示していた。ただし，

後者は「大ドイツ帝国」の復活を目論み，西側諸国との連帯を拒んでいた。この現実味を欠く極右勢

力の思想は本稿では対象とせず，左派の立場から再軍備反対を唱えながらも徐々に再軍備容認に転じ

ていった党の変容過程への関心から，ドイツ社会民主党（Sozialdemokratische Partei Deutschlands，

以下 SPD）の言説に着目することとする。

そもそも，伝統的に「反軍」を掲げる社会主義的な労働者政党である SPDは帝政ドイツにお

いては「祖国なき輩」の蔑称を投げかけられるような扱いを受け，ナチ体制下においては「非合

法」化の憂き目に遭っていた。戦後，西側（米英仏）占領地区である西ドイツで彼らは活動を再

開するが，選挙において保守系の CDU/CSUに対して敗北を重ねていた。さらに SPDが「西側統

合（Westintegration）」を推し進める CDU/CSUを批判する際に用いていた「ドイツ再統一の優先」，

「統一ドイツの中立化」という主張も，西側諸国との対立を深めるソ連側にその意思がない中で，現

実的なものでないことが露呈していた（１）。

従来の研究では，そうした状況下での 1959年のゴーデスベルク綱領（das Godesberger 

Programm）採択は SPDの「転換（２）」とされる。それまでのマルクス主義的価値観の放棄や国土防

衛の肯定を謳った同綱領により，保守派である CDU/CSUとも防衛，外交の分野において大筋の協

調路線をとることが可能となった。そして，同綱領において国防が肯定されたことから，SPDの「右」

旋回，「国民政党」化であったとの評価がなされているのである。
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この「転換」については，その内容に関する評価もさることながら，「転換」を可能にした要因に

ついても種々の議論がなされている。その中で本稿が着目したいのが，SPD党内の比較的若い党員

たちの台頭である。彼らは，党内で多数派を占めていた「伝統主義者」，「既成エリート」に対する「改

革派」ないし「対抗エリート（Gegenelite）」として，SPDを労働者政党から国民政党へと脱皮させ

るべきだと主張した。この「改革派」の一人にフリッツ・エルラー（Fritz Erler，1913-67年）とい

う SPD内の軍事問題専門家がいる。エルラーは，「反軍」を基本的立場とする SPD党員の中にあっ

ては例外的な存在であり，再軍備をはじめとする軍事問題について党内で議論が活発化するよう積

極的に働きかけていた（３）。彼はまた，1950年代後半に同じく SPD所属のヘルムート・シュミット

（Helmut Schmidt，1918-2015年）とともに「民主的な軍隊」，「軍の民主化」という理念を主張して

いた。この理念は，「軍国主義」や「国家の中の国家」と表現され，民主的な価値観と相反するもの

とされてきたドイツ軍の歴史的文脈からは一種の形容矛盾のようにも思えるものである。これらの理

念については，後で詳しく見ていきたい。

エルラーの軍隊観とはいかなるものであったのか。そして，それは SPDの「転換」にいかなる影

響を及ぼしたのか。本稿の主な目的は，1959年の「転換」前後の SPDの軍隊観について，エルラー

の発言や著述を「新しい軍事史（４）」の観点を踏まえて分析し，SPD内の軍隊観や防衛政策における

多様性とその変化を描き出すことにある。この作業を通じて，CDU/CSUと SPDの二項対立（５）で語

られがちなドイツ再軍備をめぐる議論の多様性をより明らかにできるだろう。加えて，未だ邦語によ

る研究が十分になされているとは言えない西ドイツ軍事史の空隙を埋めるため「軍社関係（６）」につ

いても意識しつつ論じたい。

１．フリッツ・エルラーの軍隊観

フリッツ・エルラーは，1945年の SPD入党以前，より左派的な政治グループに属し，反ナチ抵抗

運動を行っていた。その後，SPD再建期に党員となり活動を始めたが，当初より党指導部に痛烈な

批判を繰り返し，冷遇を受けていた。というのも，彼は SPDの「右派」かつ「改革派」に属し（７），

とくに軍事問題について踏み込んだ発言を行う存在であり，その点において「ユニーク」な存在で

あったからである。エルラーは，その死後に『シュピーゲル』誌上において，「その頭脳は『右派と

左派』，『東側と西側』についてどのボンの政治家よりも多くのデータを処理していた」とも評されて

いる（８）。実際に，エルラーはどの SPD党員よりも集団安全保障について明快な分析を行っており（９），

党内でも随一の軍事問題専門家であった。

エルラーの連邦議会での発言やその著述には，「民主的社会における軍隊（eine Armee in der 

demokratischen Gesellschaft）（10）」など，しばしば西ドイツにおけるあるべき「軍社関係」への言及

がみられる。以下では，再軍備に慎重であった多くの SPD党員とも，比較的積極的であった CDU/

CSU側とも異なるエルラーの軍隊観を議事録やその著書を用いて検討する。

端的に言えば，エルラーは軍隊を「盲目的な権力の道具（Instrument blinder Macht）」にも，政権
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や特定の政党の「道具」にもせずに，民主主義的勢力によって支えられるべきだと主張している（11）。

すなわち，彼は必ずしも軍隊を民主主義と敵対する存在とはみなしていなかった。このことは，議会

での発言やその著書において，彼が民主主義社会に軍隊をどのように位置づけるのかという問題提起

をたびたび行っていたことにも表れている。

エルラーの軍隊に関する発言や著述には反共主義的な SPDの方針と同様に共産主義への警戒心が

滲み出ている。例えば，以下の連邦議会での発言は連邦軍が共産主義のイデオロギーに染まってはな

らないとする趣旨のものである。

共産主義のイデオロギーとの対決と，ソ連占領地域から連邦軍全体に対しての（共産主義のイデ

オロギーの）浸透の試みを防ぐことが国防省の課題であることは自明であり，そのためにも，こ

のような精神的な影響から軍隊を守ることが重要です。これは，個々の兵士が公民的（staatsbür-

gerlich），自由主義的意識を強化し，共産主義のプロパガンダに感染しないようにそれを育むこと

により，連邦軍が（共産主義のプロパガンダに対して）健全さを保つことによって成り立ちます。

これには反論の余地はありません（12）。

まるで強烈な反共主義者であるアデナウアーのものかと見紛うこの発言は，紛れもなくエルラーによ

るものである。しかし，このエルラーの発言は保守系の政治家の考えとは異なり，個々の軍人が国民

（Nation）というよりも，公民（Staatsbürger）であるべきだという価値観に基づいている。以下の発

言においても，彼が軍隊を Nationに基づくものとはみなしていなかったことが窺える。

結局のところ，われらの連邦軍（Unsere Bundeswehr）が，わが国の民主的勢力との信頼関係

を持つわが国すべての市民の連邦軍（die Bundeswehr aller Bürger unseres Landes）が重要なの

です（13）。

民主主義の基本的価値についての青年市民の意識が重要です。われわれは，連邦軍が「国民の学

校（die Schule der Nation）」にも「国民の補習校（die Nachhilfeschule der Nation）」にもなりえ

ないことを知っています（14）。

上記の連邦議会でのエルラーの発言及び著書からは，彼がイメージする軍隊はあくまで自立した

公民ないし市民によって構成されるものである点，また，保守派が主張するような「国民（Nation）」

によって立つものだとみなしていなかった点（15）が読み取れる。エルラーにとって軍隊とは，あくま

で「制服を着た公民（16）」によって構成されるものであり，「国民の学校」であってはならなかった。

また，「政軍関係」について，エルラーは以下のようなことも述べている。
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新たな危険について言及しないわけにはいきません。軍隊が政権を掌握している特定の政党と一

体化してしまう危険，あるいは軍隊が特定の政党によって一体化させられてしまう危険。これら

の危険は，常に存在しますし用心する必要があります。これらは，将来に問題を生むでしょう。

社会民主党員は，この問題について激論を交わしてきました。社会民主党員は，連邦軍とこの国

の民主主義的勢力との相互の信頼に基づいた関係を擁護します。その反面で，（SPDのような）

野党には，政府や武装勢力の動向への用心深さを養う義務があります（17）。

エルラーは，軍隊と SPDとの良好な関係を目指すべきだと主張してきたが，それは無条件に軍の要

求を肯定することではない。上記のように，エルラーは野党として政権与党に行うのと同じように軍

の動向を監視することが必要であると述べており，さらには軍を「CDUの私兵」化から防ぐべきだ

と認識していた。

なお，「制服を着た公民」の価値観に関しては，以下のようにゴーデスベルク綱領内の国防につい

ての章にも類似した記述が見られる。

兵士とすべての民主的な国民との間には信頼関係がなければならない。兵士は制服を着ていても

公民である（Der Soldat bleibt auch in Uniform Staatsbürger.）（18）。

エルラーがゴーデスベルク綱領採択にどの程度寄与していたのか，という問いには完全な形で答えを

出すことができない。だが，彼の尽力でこの国防の章が追加されたことは指摘されている（19）。また，

この国防の章では明らかに「制服を着た公民」の概念が採用されており，エルラーの用いる「市民に

よる軍隊」というフレーズとの合致も見られる。

しかしながら，この基本綱領の国防の章のみをもって SPD内で軍隊に対する共通の認識があった

とみなすことは不可能である。エルラーを含む SPD右派，及び SPD左派の間だけでも，軍隊への認

識には差異が存在していた。例えば，エルラーは 1954年に以下のような発言を行っている。

権力を求めて戦う SPDのような政党は，軍隊が強大な勢力であることを認識しなければなりな

せん。国家が武力を持つとき，われわれはどのように振る舞うべきか考えなければなりません。

具体的には，息子が職業軍人（Berufssoldat）となったとしても，それが SPD党員にとって恥で

あってはならないのです（20）。

SPD党内の伝統主義者による批判を受けた上記の発言は，SPD党員の家族が軍隊に入った場合とい

う仮定に基づいたものだが，これに関連して後に彼はより踏み込んだ発言をしている。それは，1958

年になされたエルラーとヘルムート・シュミットによる SPD党員の積極的な軍への志願によって連

邦軍を「民主化」すべきであるという主張である。これに対して SPD左派は，軍の「民主化」は再
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軍備の既成事実化につながるとして反対の姿勢を示した（21）。反対派からの批判に対して，エルラー

は「核兵器に反対する闘争は決して国防軍に反対する闘争ではない」こと，「（SPDは）兵役拒否者

の政党であってはならない」こと，「国防軍のなかに社会民主党員がおりその精神が存続する」必要

性，を挙げて反論を行った（22）。エルラーは軍を「CDUの私兵」にしないために，軍隊はすべての方

向に開かれているべきだと考えていた（23）。

だが SPD左派は，核配備に反対しながら同時に核武装を検討する軍隊を肯定することは矛盾であ

るとみなし，エルラーを批判していた。この翌年 1959年に制定されたゴーデスベルク綱領において

も，徴兵制の是非など具体的な問題には触れられていないため，SPD党内での意見の一元化はなさ

れていなかったと考えられる。軍隊の在り方について踏み込んだ言及をしていたのは，あくまでエル

ラーのような「改革派」の党員であった。

２．軍隊の「民主化」は不可能か

軍の「民主化」という主張にはエルラーの中での「ぶれ」が存在する。彼が軍隊をその本質におい

て民主主義的な存在とはみなしていなかったことは，多くの発言にも表れている。例えば，以下のよ

うなものがある。

本日ここで，兵士と政治の関係について話し合われました。それと同時に，必然的に兵士の法的

地位という大きな問題に直面しています。幾度と語られたのは，一方は武装勢力，他方は民主主

義であるという問題点をどのようなすばらしい意図によっても解決できないだろうということ，

一方は命令と服従に基づくものであり，他方は討論と投票に基づくものだということです。紳士

淑女の皆様，危険なのは命令と服従という軍隊の様式を，それを求めようとしない政治に適用す

ることです。そのような事態は二度と起こらないというのは，本質的にこの議会の自負の問題

です（24）。

「民主主義的」軍隊というものが存在しないことは，周知のことである。軍隊は，命令と服従と

いう秩序原理を基礎としている。これに対して民主主義的社会は，その意見をほかの方法で，す

なわち討論と投票で形成している。ここで重要なことは，討論する軍隊を作り出すことではなく，

このような命令と服従を基礎としている軍隊に対し，われわれの民主社会における適切な場を指

定することに他ならない（25）。

民主主義は討論と投票を通して機能します。軍隊はそれに反して，命令と服従に基づいています。

それゆえ，民主的な軍隊は存在しません。民主的社会における軍隊が存在するのみです。民主的

政府の奉仕者としてのみの軍隊が（26）。
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上記のように，エルラーは軍隊がその本質からして民主主義的な存在ではないため，民主主義社会

における軍隊の位置づけについて議論すべきだと主張している。ここに軍の「民主化」の意図は見え

てこないことには留意したい。

軍隊の「民主化」の議論に関係してエルラーは，軍が民主主義国家を支配する危険性について述べ

ている。例えば，以下のような発言を行っている。

とある（一般兵役義務導入に関する）論拠について，公的な討論がたびたびなされてきたのにも

関わらず，私はまだこの場では耳にしていません。私が手短に説明をしましょう。それは，軍隊

と民主主義国家との関係です。これは，遺憾にも政府によってさえたびたび語られてきましたが，

志願兵による軍隊（Freiwilligenarmee）は，「国家の中の国家（Staat im Staate）」となる大きな

危険を孕んでいるので，われわれはただそれ故に兵役義務（Wehrpflicht）を導入しなければな

らないのです。私は，1918年以前の帝政ドイツやプロイセンにおいて軍隊が演じた抜きんでた

役割を覚えています。さらに，いずれのケースでも一般兵役義務に基づく軍隊が重要であったこ

とを決して忘れられません。これらの軍隊の本質とは，スイスの市民軍の規則（Milizverfassung）

とは異なり―あなた方も望まないものでしょうが―職業将校（Berufsoffizieren）と職業兵士

（Berufssoldaten）が強大な主要部を占めるものであったのです。あなた方が編成したがってい

る軍隊においても，志願兵による軍隊のどちらの場合にもそれは存在します。軍隊が国家に仕え

る代わりに国家を支配しようとするような，観念的意味における軍隊の退廃の危険―私はこの

危険を過小評価したくはありません―はどちらのケースにおいてもすなわち同様なのです（27）。

この発言において，エルラーは再軍備及び軍隊の存在そのものは否定せずとも，過去のドイツの軍国

主義の復活を恐れていることがわかる。かつての帝政ドイツにおいて，軍隊が政治的理性を軽視し，

軍事技術的な思考に基づいて「独走」を始めたことはよく知られている（28）。西ドイツにおいても，

軍隊が民主主義的価値観を軽視し，国家の支配を目論む危険を忘れてはならないという指摘ももっと

もであろう。

帝政ドイツの事例に限らずエルラーはヴァイマール共和国においても軍隊の問題が存在したと指摘

している。

1918年の帝政ドイツの崩壊後に生まれた新しい国家（ヴァイマール共和国）には古い軍隊が存

続していました。その軍隊は，10万人規模に制限されていましたが，古い構造，古い精神，古

い将軍，古い旗さえ保持していたのです。1955年は，その真逆へと向かいました：その国家は

建国から 6年で，まったく新しい構想から軍隊を創り上げたのです。連邦軍（Bundeswehr）は

国防軍（Wehrmacht）の後継組織ではありません（29）。



19西ドイツ社会における軍隊をめぐる議論（松下）

軍と労働者との不和が，ヴァイマール共和国没落の決定的な要因の一つでした。新しい状況を作

り出すために，双方における歴史的ルサンチマン（historische Ressentiments）は克服されるべ

きでした。多くの社会民主党員は，軍隊を―職業軍人を―民主主義と世界平和の脅威とみな

していました。多くの職業軍人，特に将校は，SPDを国内の信用のおけない，そして国家共同

体とその平和を守る必要性よりも国際的，平和主義的ドクトリンを支持する存在とみなしていた

のです（30）。

上記の著述においてエルラーは，かつてドイツには軍隊と労働者，ないし社会主義者の間に溝が存在

していた事実を指摘し，その不和は克服されるべきだったと主張している。そして，連邦共和国に

ヴァイマールの没落と同じ道を辿らせないためにとして，エルラーは続けて以下のようなことを述べ

ている。

社会民主主義は，連邦軍のための憲法に適合した立法上の基礎を整えることに協力してきまし

た。SPDは，その友人や同僚に連邦軍への入隊を，場合によっては兵士という職業に就くこと

さえ訴えました。この奨励は，SPDに良好な基礎を与えました。SPDが連邦軍の一面的な社会

的・政治的構成について苦言を呈し，同時に新しい軍隊の内部の賛同者に対してボイコットを呼

びかけるのならば，それは不当なものとなるでしょう。連邦軍を孤立させるべきでないのならば，

野党は軍に配慮し，協力すべきでしょう。SPDは，軍と一般市民との精神的に親しい関係を確

立すべく，試行錯誤をしてきました。SPDの連邦議員は，たびたび兵舎に姿を現します―そ

れは票のためではなく，精神的な理解を強めるためです（31）。

ここでエルラーは，連邦共和国がヴァイマール共和国の轍を踏まないように，党は軍との良好な関

係を目指すべきだと主張している。確かに，SPDと軍との関係が悪かったためにヴァイマール共和

国が崩壊したことから，SPDが国防について明白な支持を示さなければ連邦軍が共和国軍と同様の

状況に陥るという指摘もなされている（32）。そのため，SPDがその反省を踏まえて政軍関係について

前向きな試みを行っていたことは妥当な方針であろう。ここで，反軍的姿勢を長らく保持していた

SPDが，その方針を大きく「転換」させたことの意義は大きい。

おわりに

最後に，軍隊の問題について数々の発言と著述を行っていたエルラーは，その著書で連邦共和国に

おける軍隊の在り方に「楽観的」とも思えるような見方を残している。

武装勢力は，いずれの社会秩序にも問題を突き付けます。しかし，今日の連邦共和国における軍

は，NATOとヨーロッパ共同体（Europäische Gemeinschaft）に統合され，民主主義社会との調
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和と文民の政府と自由選挙による議会のコントロールの下に存在する，といってよいかと思いま

す。私は，軽率な楽観主義に陥りたくはありません。われわれは，その問題を存じていますし，

油断してはなりません。しかし，私たちが経験したものすべてによれば，とりわけ良好な変化を

指摘することは正当化されるでしょう。民主主義的なやり方で政権交代が起こるときは，連邦軍

の民主主義への忠誠の証は引き継がれるべきでしょう。現在の諸規則，立法上の措置，連邦軍の

選抜方法と社会的構成についての権利をわれわれに与える，これらの可能性を私は確信するとと

もに期待しています（33）。

連邦共和国の民主主義と「調和」した軍隊の状況は，与党 CDU/CSU側の功績なのか，あるいは，

SPDの建設的な議論の結果なのか，本稿ではその要因を断定することはできない。だが，少なくと

もエルラーが 1960年代の連邦軍を高く評価していたことは間違いないだろう。ゴーデスベルク綱

領採択に伴う「転換」を背景に，SPDは国防を肯定し，軍との関係を見直し始める。こうして SPD

は，CDU/CSUと防衛・外交政策において協調路線をとることが可能となった。しかし，SPDの軍

隊観と旧国防軍出身の軍人や CDU/CSUのような保守派のそれとの間には，依然として差異が存

在した。その一つとして表れているのが，旧国防軍の出身で軍の改革を志向していたヴォルフ・グ

ラーフ・フォン・バウディッシンらによって提唱された「制服を着た公民」や「内面指導（Innere 

Führung）（34）」といった理念への態度である。これらの理念は，新しい軍隊が民主主義社会に適合す

るように考案されたものだが，旧来のドイツ軍の「伝統」に墨守する勢力は抵抗感を示した。例えば，

1960年代においては，連邦軍内で多くの軍人が民主主義の価値観に対して懐疑を抱いていたことが

指摘されている。これらの軍人の中には，「感覚や信仰」に基づくかつてのナチのイデオロギーが残

留しており，「思考や討論」を重視する「内面指導」を受容できなかった者も存在した（35）。また，元

ナチ党員であり，連邦首相在任時に「軍隊は『国民の学校』である」と発言し紛糾を呼んだ CDU所

属のクルト・ゲオルク・キージンガーなど CDU/CSU側にも保守的な軍隊観が残留している例が存

在した（36）。それゆえに，保守派が抵抗を示していたようなこれらの理念を積極的に取り入れるべき

だと主張していた SPD内の軍事専門家エルラーの言説の中に，再軍備をめぐる議論の多様性の一端

を垣間見ることができるのではないだろうか。なお，両者の間の差異を詳細に検討するためには保守

的な軍隊観を保持していた軍人や CDU/CSU側の議論を分析することが必要であり，この課題につ

いては別稿に譲ることとしたい。

注⑴ 高橋進「ドイツ社会民主党と外交政策の『転換』（一九五五-一九六一年）」『國家學會雜誌』第 99号，
1986年，73-74頁。板橋拓巳『アデナウアー』中公新書，2014年，128頁。

　⑵ 邦語による研究（たとえば大嶽，高橋などの代表的な SPD研究の論文にて）では 1959年のゴーデスベル
ク綱領採択による SPDの「国民政党」化のことを「転換」と呼んでいる。

　⑶ 大嶽秀夫「1950年代における西ドイツ社会民主党の「転換」―日本社会党との比較の観点から」『法学』
第 52号，1989年，12頁。
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